年度末の企業の資金繰りについて

（座長談話）

平成21年2月25日
民主党金融対策チーム
１．企業の業績悪化は著しく、販売減、受注減、生産減、在庫増という三減一増の「負の連鎖」に陥っている。こうした中、年度末に向けて資金繰りが一段と逼迫しており、多くの関連企業を抱える大企業も例外ではない。

２．日本経済の底割れを防ぐために、そうした大企業の資金繰り状況を注視し、適切な政策対応を行わなければならない。もとより、大企業のみならず、日本経済を支える中堅・中小企業に対しても同様である。

３．本日、民主党金融対策チームは「緊急資金繰り対策」案を公表したが、今後、「次の内閣」等の場においてさらに検討を深めるとともに、その内容について関係当局と協議を進めていく。

４．関係当局は、民主党金融対策チームが昨年策定した「金融危機対策」、「行動プラン」等の内容に応じた政策対応に注力している。関係当局に対しては、本日公表した「緊急資金繰り対策」案についても適切な検討を行い、年度末の企業の資金繰り対策に万全を期すことを求める。
５．日本経済と国民生活が「百年に一度の危機」を乗り切るために、政治と関係当局が適時、適切に対応し、全力を尽くすことが必要である。
以　　上
